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【環境・エネルギーグループメンバー】
（1）�芳川恒志　東京大学公共政策大学院特任教授
（座長）

（2）�杉山昌広　東京大学未来ビジョン研究セン
ター准教授

（3）�渡邊裕美子　株式会社 Looop　電力事業本部
調達部戦略課課長

（4）�高瀬香絵　一般社団法人 CDP�world-wide�
Japan�シニアマネージャー

（5）�山浦紘一　立命館アジア太平洋大学国際経営
学部准教授

1．研究の背景・目的

　日本と台湾は、地理的にも近接し、歴史的にも
非常に深い関係にある。台湾は九州よりも若干小
さい面積で、ここに日本のほぼ 20％にあたる約
2400 万人が暮らしている。台湾本島のほぼ中央
を北回帰線が横切っており、北が亜熱帯、南が熱
帯地域となっている。また、全島の 3分の 2が高
山や林地であり、台湾のほぼ中央にある玉山は標
高 3,952mである。
　エネルギーの面では、台湾は日本同様化石燃料
の資源に恵まれず、自給率も非常に低い。日本と
同じく、電力網も台湾で独立しており、他国とは
連結していない。このような事情のため、エネル
ギー政策面では伝統的に安定供給と経済性を重視

してきた。一次エネルギー供給をみると、石油、
石炭、天然ガスの化石燃料の比率が日本以上に高
く 90％以上を占めている。非化石燃料では、原
子力が残りの多くを支えている。このような中、
蔡英文民進党政権は脱原発に転換し、中央は再生
可能エネルギーの拡大に注力しているが、比較的
炭素を排出しない天然ガスの輸入・利用が増加し
てきている。
　このように日本と台湾は特にエネルギー需給や
その環境の面で類似点が多い。また、2011 年の
福島第一原子力発電所事故後、台湾は脱原子力に
政策転換したが、安定供給確保の不安等からこれ
に反対する世論も強い。一方で、日本は原子力を
維持しつつも再稼働は必ずしも予定された程には
進んでいない状況にある。このようなことから、
日台ともに再生可能エネルギーの導入拡大を急ぎ
つつ、現実的には過渡的な燃料として天然ガスの
利用が増えている。また、日本同様、台湾におい
ても石炭がエネルギーミックスの中で依然として
重要な役割を果たしている点も共通している。
　温暖化対策の面では、日本は、昨年2020年10月、
菅総理が「2050 年カーボンニュートラル」を表
明し、官民で脱炭素に向けた動きが急速に進んで
いるところである。一方で、台湾はパリ協定のメ
ンバーではないものの、「自国が決定する貢献
（Intended�Nationally�Determined�Contributions,�
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東京大学公共政策大学院特任教授　芳川恒志
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INDC）」を自主的に策定するなど、温暖化に対
する市民の意識も高まっており、政策も脱炭素に
向けて加速しつつあるところである。
　台湾は輸出が経済成長を支える主要な柱であ
り、産業構造については製造業を中心としたモノ
づくりが経済全体を支える構造も日本と共通する
部分が多い。モノづくりの分野では、日本と台湾
はともに中国やアセアン等の新興国・新興地域か
らの追い上げにさらされている。
　今回の共同研究には、主として 2 つの目標が
あった。第一に、日本と台湾において脱炭素に向
けた持続可能性の高いエネルギー需給構造の構築
を目指し、脱炭素社会に向けた政策に必要な基礎
的だが重要なデータやエビデンスを提供すること
を目指した。特に、今後脱炭素社会に向けた過程
の中でますます重要となっていく市民や家庭、組
織といった個々のプレーヤーに着目してそのデー
タ収集や分析を行った。第二に、日本と台湾は、
エネルギー・環境の面で上記のように共通する部
分も多いが、同時に気候条件や住宅、建築物のあ
り方、あるいは女性の社会進出の状況などの社会
条件等相互に異なっている点もあり、エネルギー
需要面でも差異があることなどが今回の共同研究
を通じて明確になってきている。日本と台湾のこ
のような比較を十分に踏まえて、双方の強みを活
かして、今後研究面のみならず経済や行政の分野
でも一層協力関係を深化させていくためのベース
の一つを提供することである。

2．研究の手法

　研究手法としてはエネルギー政策やそれに関わ
る項目に関しての文献調査、一般市民を対象とし
たオンライン・アンケート調査、エネルギーモデ
ルを用いたシミュレーション分析を組み合わせ
た。脱炭素の機運が高まる中、再生可能エネル
ギー、特に変動性電源である太陽光発電などを対
象に研究を進めた。再生可能エネルギー全般に関

して研究を進めたが、特に都市工学に関する造詣
が深い台湾の研究チームとの相乗効果を考慮し
て、ゼロ・エネルギー・ハウス／ゼロ・エミッショ
ン・ハウス（ZEH）やゼロ・エネルギー・ビルディ
ングに重きをおいた。
　文献調査では日本と台湾のエネルギー政策の動
向、特に気候変動や再生可能エネルギーに関する
情報を公知情報に基づき整理した。再生可能エネ
ルギーについては現時点の状況を踏まえた上で再
生可能エネルギーの普及を促進する属性追跡シス
テム（トラッキングのシステム）について日本と
台湾の比較を行った。世界的に企業等が自身で購
入し利用している電力が再生可能エネルギー起源
であることを証明する証書システムのための基盤
となる属性追跡システムが重要になってきている
が、日本と台湾では発展途上にあるため、現状の
制度や取り組みを整理し、今後の課題を明らかに
することとした。
　オンライン・アンケートについては 2組のアン
ケートを実施した。1組目は、2020 年に実施した
もので、ゼロ・エネルギー・ホーム、特に屋根設
置型の太陽光発電を念頭に日本と台湾で消費者が
どのような態度を示すかについて調査を行った。
2組目はこれを踏まえた上で再生可能エネルギー
全般及び脱炭素に必須になる二酸化炭素除去に関
する態度を 2021 年にこちらも日本と台湾で調査
した。どちらの調査においても選択実験を行い、
消費者の支払意思額に関する調査を行った。
　シミュレーションでは台湾の研究パートナーの
専門性を活かし日本と台湾でゼロ・エネルギー・
ハウスにおいて蓄電池を設置することの経済性に
ついて詳細なデータを用いて検討を行った。東京
大学生産技術研究所ESI社会連携研究部門（以下、
ESI）が開発した、住宅エネルギーモデル、ESI�
Residential�Energy�Model（ESIRE モデル）�を用
いて、日本と台湾で電気料金体系や気候帯や生活
様式に起因するエネルギー需要の違いを踏まえた
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シミュレーションを行った。

3．研究成果

　再生可能エネルギーの文献調査については、ト
ラッキング・システムの課題が明らかになった。
再生可能エネルギーの調達を積極的に行うこと
で、世界の脱炭素化を進展させる世界の大企業に
よる RE100 イニシアチブでは、ただ再生可能エ
ネルギーであればいいということではなく、どの
ような再生可能エネルギーを購入しているかが重
要である。欧州の発電源証明、北米の REC、そ
の他の国における I-REC など、信頼性の高いト
ラッキングが行われている国が増加する中、日本
では、電源情報をあえて明示しない非化石価値証
書が拡大している。一方、台湾では、中央が主導
する T-REC が 2017 年に開始し、2020 年から取
引市場も開設している。RE100 の要請により、
2019 年から非化石価値証書にトラッキング情報
をつける実証実験が資源エネルギー庁によって実
施されている。トラッキングの重要性の認識が高
まる一方で、シングルプライスオークション等、
需要家側が安易に調達できる構造とはなっておら
ず、今後の改善が必要である。
　オンライン・アンケート調査については、1組
目では、主に近年導入の進んでいる住環境におけ
る太陽光パネル導入に着目し、日本と台湾の消費
者の太陽光パネル導入の要因を明らかにした。そ
の結果、日本と台湾では共通して、ネット・ゼロ・
エネルギー・ビルディングの理解と太陽光パネル
への高い関心や情報収集が、太陽光パネル導入に
つながっていた。太陽光パネルに強い関心がある
人々は、太陽光パネルを導入するための情報を熱
心に収集しており、たとえ設置・維持コストがか
かるとしても太陽光パネルの自宅への導入を決断
していた。しかしゼロ・エネルギー・ビルディン
グに関する知識の有無が太陽光パネルの導入に強
く影響していたことは新しい発見である。特に日

本政府はゼロ・エネルギー・ビルディング政策を
実施しているため、日本においては、よりゼロ・
エネルギー・ビルディング政策を国民へ周知する
ことが太陽光パネル導入増加につながるというこ
とは本研究で明らかになった新しい点である。台
湾において、現在ゼロ・エネルギー・ビルディン
グ政策は実施されていないが、今後ゼロ・エネル
ギー・ビルディング政策を進めることは台湾での
さらなる太陽光パネル設置増加につながると考え
られる。
　2組目のオンライン・アンケートでは、ゼロ・
エネルギー・ビルディングから離れより一般的に
再生可能エネルギーについて調査を行った。再生
可能エネルギーの比率を 10％増加させるための
支払意思額は、日本では毎月の電気料金の 0.5%、
台湾では 1.6% と見積もられた。支払意思額は高
くなく、再生可能エネルギーの本格導入には系統
対策も含めたコスト低下が不可欠である。二酸化
炭素除去についてはほとんどの回答者が知らず、
アンビバレントな態度を示した。
　シミュレーションについては、ゼロ・エミッショ
ン・ハウスの構成要素のうち、太陽光発電と蓄電
池に着目し、その経済的価値を蓄電池運用決定問
題として評価を行うことで、経済面からの蓄電池
の導入可能性について考察することを目的とし
た。まず蓄電池普及の環境が整いつつある日本を
対象として、住宅における蓄電池導入がどのよう
なメリットをもたらしうるのかを、導入サービス
の提供者となり得る小売電気事業者の立場から検
討した。現状の卸市場価格下においては小売電気
事業者がこのようなサービスを積極的に行うため
の原資を得ることは、少なくとも平均的には困難
であることがわかった。経済的メリット以外の効
果にも遡及しつつ、削減効果が高い需要家の特徴
を把握し、ターゲットを絞りながら事業展開して
ゆくことが重要と考えられる。
　また、日本と台湾の電力使用量の相違を踏まえ
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ると、蓄電池の普及において経済面ではどのよう
な差異が現れうるのかについて検討した。台湾の
電力使用量は日本と比較し、暖房需要が非常に小
さく冬の使用量が小さい、共働き世帯が多く日中
の使用量が小さいといった違いがある。また、太
陽光発電量は、本来日射量の大きい 4～ 9月が雨
季や台風の多い季節であることから、年間を通じ
た差が小さいといった特徴がある。ただし、年間
トータルでは、日本と台湾の需要パターンが、蓄
電池導入による経済効果に著しい影響はもたらし
ていなかった。各々での蓄電池の普及は、買電価
格・売電価格といった電気事業・再生可能エネル
ギー政策に左右されるところが大きいことがわ
かった。

4．結論と提言

（1�）研究成果の日台における位置づけとインパ
クト

　本研究では脱炭素という社会的潮流を踏まえて
再生可能エネルギーに関して横断的に研究を行っ
た。
　脱炭素の加速とその影響が波及するセクターを
振り返ると、今後大きく変化するコスト構造、社
会、地政学の変化、さらには地方やNGOを含む
新たなプレーヤーの登場を前提に、これまでに経
験したことのないような長期的な意思決定とコ
ミットが求められる。まさにパラダイムが変化す
ることが予見される。このような新しく、いまだ
全容の見えないルールの下での国際的な競争が始
まっている。そのような前提で、まず課題の全容
を見据えた作戦の策定と大衆の支持の獲得が不可
欠である。同時に、同じ、あるいは同じようなルー
ルで競争をする環境を構築すべきであり、カーボ
ンニュートラルの船に多くの国を参加させる努力
をしなければならない。
　先述のように、我々は脱炭素に向けたグローバ
ルな競争のとば口に立っている。この競争は当然

エネルギー・環境の問題であり、産業や経済が中
心である。日本と台湾は、エネルギー需給構造が
似かよっているのみならず、モノづくりが経済全
体を支えるという産業構造も共通点が多い。また、
この脱炭素のプロセスは、経済にとどまらず社会
や政治外交などにも広範な影響を及ぼすだけでな
く、新たに浮上してくる課題について新たな関係
者が登場することに加えて、その役割も変化して
くる。脱炭素社会の実現といった長期にわたる挑
戦を行う上では、市民をはじめとする多様な関係
者の理解と支持が不可欠である。
　日本や台湾においては、脱炭素エネルギー、と
りわけ再生可能エネルギーの導入を一層進めコス
トを出来るだけ下げ、そういった再生可能エネル
ギーが主たる役割を果たすようなエネルギーイン
フラを構築して社会に定着させていくことが喫緊
の課題である。そのためにも市民や法人等の電力
のユーザーの意向を正確に把握することが極めて
重要であり、この重要性は今後ますます高まって
いくこととなろう。世界は脱炭素に向けて急速に
進んでいるからである。

（2）提言と今後の展望
　脱炭素社会の実現にはパラダイムの変化が求め
られる。それには個別具体的な政策に加えて、我々
が今後どのような社会を目指すのかをしっかり議
論する良い機会にもなりうる。また、より政策決
定過程におけるエビデンスの一層の重視、政策決
定への関係者の参加など政策決定のあり方などに
ついても見直す重要な機会となろう。いずれにせ
よ、こういった長期にわたる、経済を超える幅広
い分野に影響を及ぼし市民を巻き込む「運動」を
日本と台湾は政策として継続していかなければな
らない。同時に、脱炭素に向けた取り組みは長期
にわたる広範な影響をもたらすものだからこそ、
その政策決定は市民や関係組織を巻き込みつつ、
以前にも増して透明なプロセスで実証的に進めら
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れなければならない。
　経済面を考えると、エネルギーコストは少なく
とも短期的には上昇するが、それをいかに受容し
ていくのかが重要である。日台ともにモノづくり
が重要な枠割を果たしている。単にサービス産業
に移行すれば済む問題ではないだろう。（国境炭
素調整が適切な形で行わなければ）エネルギー価
格が上昇することは競争力に深刻な影響を与え
る。また消費者の支払意思額も決して大きくはな
い。全世界的には再生可能エネルギーのコストが�
継続して低下しつつあるが、日本と台湾はその恩
恵を 100%受益していない。イノベーションをさ
らに加速して内外価格差を減らして行くことが極
めて重要になるであろう。
　各論について以下述べる。
　トラッキングについては、台湾においては、
2017 年にスタートした T-REC が 2020 年から電
力と分離した証書の取引を開始したものの、対象
は系統に入れていないオンサイト発電分に限られ
るなどの課題がある。日本においては、オークショ
ンによって取引される非化石価値証書に後付けで
トラッキング情報をつける実証実験が資源エネル
ギー庁によって行われているが、構造が複雑であ
り、需要家は直接購入できず、かつどのような証
書もシングルプライスとなってしまう課題があ

る。日本・台湾双方において、アドホックな規制
に頼らず、市場メカニズムを通じた好ましい電源
の発展につながる、つまり健全な選択を可能とす
る情報システムとしてのトラッキングの進展がま
だまだ必要である。
　ゼロ・エネルギー・ハウスについては、支払意
思額が大きくなく、また平均的な技術経済的条件
ではペイしないことを考えると、経済的メリット
以外の効果にも遡及しつつ、削減効果が高い需要
家の特徴を把握し、ターゲットを絞りながら事業
展開していくことが重要であり、ニッチを育てる
ことが重要であろう。この点については再生可能
エネルギーを系統電力として購入する場合も同じ
である。
　最後に、日本と台湾はエネルギー需給の構造の
みならず、実際の分析においても多数共通点があ
ることが明らかになった。今後もこのような事業
を通じて相互に研究交流することは、どちらに
とっても政策のための科学的エビデンスの質を向
上するのに大いに役立つであろう。
　
※�研究成果報告書の完全版は当協会ウェブサイト
上で公開しています。

URL：https://www.koryu.or.jp/business/
exchange/junior_joint_research.html
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